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○ 住民に最も身近な基礎自治体である市町村が、地域における充実した行政サービス
を提供できるよう支援するとともに、分権時代にふさわしい県と市町村の役割分担
のもとでの、連携・協力を進めます。 

 
 

○ 地方分権の進展や平成の大合併により本県の市町村数が 59 から 21 に再編され行政
体制が総体的に充実したことに伴い、市町村は、地域住民に最も身近な基礎自治体
として、より自立性の高い行政主体となる必要があり、多様化した住民ニーズに対
応したきめ細かな行政サービスを実践する役割が求められています。 

○ 現在市町村財政は極めて厳しい状況に置かれていることから、平成 19 年に成立した
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全化判断基準を踏まえ、
市町村の健全な財政運営に向け、迅速・適切に対応していく必要があります。 

○ 県内の市町村のほとんどが、過疎地域自立促進特別措置法をはじめとした特定地域
振興に関する各法律の適用を受ける地域であり、引き続きその振興に向けた取組み
を行っていく必要があります。 

○ 地方分権が進展する中で、県と市町村はそれぞれの役割を明確にするとともに、相
互に連携・協力し合い、新たなパートナーシップを築いていく必要があります。 

 

 

○ 県と市町村との関係については、十分な意見交換の下、各市町村の意向を尊重しな
がら、対等のパートナーシップの基に、助言等の支援を行っていきます。 

○ 地方分権の進展や市町村合併により行政体制が総体的に充実したことを踏まえ、市
町村の規模・体制の差も考慮しつつ、基礎的自治体である市町村がさらに行政基盤
を充実・強化し、地域住民の意向を反映した主体的なまちづくりができるよう市町
村への権限移譲を積極的に進めます。 

○ 税源移譲に伴う財政力格差の是正のためには、地方交付税による財源保障・財源調
整が不可欠であることから、島根県の考えを国に強く主張していきます。 

○ 財政健全化法に基づく財政指標や、公会計制度の導入などを通じ、市町村行財政の
健全化に向け助言・支援を行っていきます。 
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市町村への権限移譲項目延べ数 137 項目 

 

374 項目 

 

○ 住民サービスの充実に向け、権限を県から市町村へ移した事務の項目数を指標としました。市町
村への権限移譲計画（平成 19 年３月改訂版）のメニュー事務のうち、重点推奨項目をすべての
対象市町村へ移譲することを目指します。 
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